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[研 究報 告要 旨 ]

本 研究では、東 日本 大震災 に よ り福 島県 に建設 され た木 造仮設 住宅 の うち、

福 島県建設業協会 と二本 町復 興住 宅つ くる会 に よる もの、紀伊 半島大水害 に よ

り奈 良県十津川オ1・ 野迫川村 に建設 され た もの、九州 北部蒙 雨 に よ り熊 本県阿

蘇 市に建設 され た もの、計 3つ の県 を対象 と lノ て調査 したcそ れ ぞれ の本 造仮

設住 宅 につ いて災 害発 生後か ら完成 までの供給 プ ロセ ス を検 証 し、 よ り短 い期

間 で供給す るた めに解 決すべ き課題 を明 らか に したっ

まず 災害発 生 か ら被 災者 の入居 ま での期 間を短縮 す る要 素 には 、事前 の地場

建 設事業者 との災害 協定 が挙 げ られ る。 災害発 生 前 に地場 建設事 業者 との 災害

協 定 が締結 され て いた熊 本県阿蘇 市 の事例では、災害発 生前 に災害 協 定が なか

った奈 良県十津川 村 、野迫川村 の事 例 と比べ て 、本 造 lFx設 住宅 の建 設事業者決

定 に 日数 を必 要 と しなか った。

一 方、着 巨まで に 日数 を要 した原 因 と して、標準仕様 ・ プ ランま で準備が さ

れ ていなか った こ とが挙 げ られ るcた だ し、標準仕 様・ プ ランが あ るプ レハ ブ

建 築 協会 (以 下、 プ レ協)に よる鉄骨 造 の仮設住 宅 と比べ て、断熱性 能や遮 音

性 能 、バ リア フ リー 仕様 な どの入 居者 の居住 環境 の向上のた めのコ1夫 が図 られ

てお り、標 準仕様・ プ ランの制限 が なかった こ とが結果 と して有効 に lll」 いた。

全 体の工期 に関 しては、供給 戸数 が多いほ どブ レ協 の ほ うが地場建 設事業 者

よ り短か った。 た だ し、奈 良県十津川 村 ・野迫川村 、熊 本県阿蘇 市 の事 例で

は、供 給戸数 が少 なか つた こ とや 地場建設事業者 の I期 短縮 のた めの取組 み

や 、 工務店 同 上の協 力 体制 に よつてプ レ協 に よる仮 設住宅 とほぼ同 じ工期 で建

設 され た。              .
よ り大規模 な災害 で多 くの戸数 が要請 され た場合 、上務 店 に よる資材や 人材

調 達 は難 しくな る こ とが想 定 され る。 今後の木 造仮 設住宅 供給 のた めには 災害

前の協定だ けで な く、安 定 した資材や 人材 の供給体制 の整 備 につ い て検討す べ

きで あ る。


